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令和３年度 土木部 ９月補正予算案概要

●緊急に措置すべき経費等

〇通学路等における安全な通行を確保するため、緊急的な交通安全対策を行います。

○冬期間の気温低下等の影響に伴い劣化した道路の舗装や、暗渠管に亀裂等の破損が確認された

箇所について修繕等を行います。

○令和３年２月発生の福島県沖地震で震度５強以上を観測した地域において、法面崩落の危険性が

高い箇所の早急な対策を行います。

○住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため、住宅セーフティネット制度を活用した補助事業を行う

市町村を支援します。

一般会計合計 ４億２，５９２万円
公共事業 計 ４億２，４３９万円

一般事業 計 １５３万円

補正予算の規模

道路の補修や交通安全対
策等、緊急に措置すべき経
費等に係る補正を行います。

補正予算の概要
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事業の概要

○カラー舗装や防護柵等の歩行空間の確保や路面表示による速度抑制、

道路の修繕等を行うことにより、歩行者の安全対策を図ります。

【事業の概要】

土木部 ９月補正予算

通学路等における安全な通行を確保するため、緊急的な交通安全
対策を行います。

事業箇所：壺楊本町線（猪苗代町）外
事 業 費：２１５百万円

◇道路橋りょう改良事業（県単） （補正額２１５百万円）

【補正の内容】 路側帯のカラー舗装化等を
実施します。

福島県土木部 １
※この資料に関する問い合わせ先： 道路整備課 主幹兼副課長 佐藤（ 電話024-521-7502 県庁内線3570 ）

土木企画課 主幹 中村（ 電話024-521-7869 県庁内線3599 ）

◇生活基盤緊急改善事業 （補正額４７百万円）

事業箇所：塙泉崎線（白河市）外
事 業 費 ：４７百万円

側溝蓋等修繕

道路の修繕等（イメージ）

【補正の内容】 道路の修繕等を実施します。

路側帯のカラー舗装化（イメージ）



事業の概要

○劣化が著しい道路の舗装や、道路を横断する暗渠管の修繕等を行います。

【事業の概要】

土木部 ９月補正予算

冬期間の気温低下等の影響に伴い劣化した道路の舗装や、暗渠管
に亀裂等の破損が確認された箇所について修繕等を行います。

事業箇所：国道３４９号（塙町）外１５路線
事 業 費 ：８０１百万円

◇道路維持補修事業

【補正の内容】 道路の舗装を修繕します。

四倉久之浜線（いわき市）国道349号（塙町）

修繕箇所 修繕箇所

福島県土木部 ２※この資料に関する問い合わせ先： 道路管理課 主幹兼副課長 安藤（ 電話024-521-7468 県庁内線3564 ）

【補正の内容】 暗渠管を修繕します。

至 久之浜

横断暗渠管に亀
裂が生じ、路面

が冠水

路面に多数のひび
割れが確認された

至 矢祭町



※この資料に関する問い合わせ先： 道路管理課 主幹兼副課長 安藤（ 電話024-521-7468 県庁内線3564 ）

事業の概要

○老朽化モルタル吹付法面の修繕工事を行うため、劣化状況調査を行います。

【事業の概要】

土木部 ９月補正予算

令和３年２月発生の福島県沖地震で震度５強以上を観測した地域
において、法面崩落の危険性が高い箇所の早急な対策を行います。

事業箇所：国道11３号（新地町）外４１箇所
事 業 費：４７３百万円

◇災害防除事業（道路）

老朽化モルタル吹付法面の崩落事例
（令和３年４月）

【補正の内容】 老朽モルタル吹付法面の
赤外線調査を行います。

国道294号（郡山市湖南町）

４月１３日 いわき石川線(いわき市)

福島県土木部 ３

４月１４日 国道１１３号(新地町) 至

白
河

至

会
津
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松



補助名 ⑴ 家賃低廉化補助 ⑵ 家賃債務保証料低廉化補助 ⑶ 改修費補助

補助内容

セーフティネット住宅への家賃低廉化
補助を行う市町村に対し、その費用の
一部を補助

セーフティネット住宅への家賃債務保
証料低廉化補助を行う市町村に対し、
その費用の一部を補助

セーフティネット住宅への改修費補助
を行う市町村に対し、その費用の一部
を補助

対象件数 10戸 10戸 1戸

補助率・補助
限度額等

【県補助率】

市町村が補助する額の1/4以下

【県費限度額】

1万円/戸・月

【県補助率】

市町村が補助する額の1/4以下

【県費限度額】

1.5万円/戸

【県補助率】

市町村が補助する額の1/4以下

【県費限度額】

25万円/戸

その他の
要件

入居対象者や家賃、その他の要件については、国制度に基づき別途市町村が定める

事業の概要

○住宅確保要配慮者（高齢者、障がい者、子育て世帯、被災者等）の居住の安定を図るため、その入居を

拒まない賃貸住宅（セーフティネット住宅）の供給促進が求められています。このため、住宅セーフ

ティネット制度を活用した補助事業を行う市町村に対し、その費用の一部を補助するものです。

【事業の概要】

土木部 ９月補正予算

住宅確保要配慮者の居住の安定を図るため、住宅セーフティネッ

ト制度を活用した補助事業を行う市町村を支援します。

◇住宅セーフティネット促進補助事業 （事業費1,525千円）

福島県土木部 ４※この資料に関する問い合わせ先： 建築住宅課 主幹 大和田（ 電話024-521-7520 県庁内線5337 ）


